
 

 

 

 

 

中期財政計画（令和６年度ローリング版）の時点修正及び主要施策の方向性について 

 

１．中期財政計画（令和６年度ローリング版）について（資料②１ページ） 

令和６年１１月公表の中期財政試算では、本市の根本的な財源不足要因（経常的一

般財源収入に占める扶助費や補助費、公債費の割合が高いこと）に加えて、人件費や

労務単価、物価・エネルギー価格等の高騰により、これらの関連経費が増加すること、

中学校給食の導入や伊賀南部クリーンセンターをはじめとする公共施設の老朽化対応

など、今後、集中して取り組まなければならない施策、事業に必要な経費を見込むこ

とにより、令和７年度から令和１１年度まで、毎年１２億円～２２億円程度の財源不

足が発生し、令和１０年度には、財政健全化法に基づく財政再生基準（約３４億円）

を超える５１億円の累積赤字が発生する見通しとなりました。 

こうした状況を踏まえ、中期財政試算の公表と同時に策定した「行財政改革プラン」

に基づき、現在、全庁一体となって、財政健全化に向けた歳入確保及び歳出削減をは

じめ、持続可能な行財政運営基盤の構築に向けた取組を進めています。 

しかし、中期財政計画の策定時点で見込んでいた以上に扶助費などの社会保障関連

経費が増加していることや、本年度の給与改定に伴う人件費の増加見込みや直近の市

立病院の経営状況を踏まえた収支改善の対応など、今後の行財政運営や施策、事業の

推進に多大な影響を及ぼす課題が明らかになってきました。 

今回、こうした直近の行財政課題や、令和６年度決算見込み及び令和７年度当初予

算の編成状況等を中期財政計画に反映するとともに、あらためて、市立病院の経営の

健全化や伊賀南部クリーンセンター施設の機器更新事業、中学校給食の実施等の主要

施策の方向性についての検討、整理を行いました。 

 

２．今回（令和７年５月）の時点修正の内容について 

（１）令和７年度当初予算編成内容等を踏まえた精査（資料③１ページ）  

令和６年度決算見込み及び令和７年度当初予算編成を踏まえて、昨年１１月の中期

財政計画の策定時点から増減のあった費目（物件費、扶助費、補助費、繰越金など）

の精査を行うとともに、本年度の給与改定による人件費の増加見込みや社会保障関連

経費の増加見込みなどを反映しました。 

また、令和７年度当初予算に反映した「行財政改革プラン」に掲げる財政健全化取
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組（約５億２千万円）のうち、事務事業の見直しや補助金の削減など、令和８年度以

降も継続実施する取組の効果額（毎年３億５千万円）を反映しました。 

これらの精査内容の反映により、昨年１１月の中期財政計画と比較して、令和７年

度は６億６，３００万円、令和８年度以降は毎年５億円程度、財源不足の改善を図る

ことができる見込みです。 

（２）令和８年度以降の新たな行財政改革プラン取組目標額（追加分）等の設定（資料②

２ページ） 

令和７年度当初予算に反映した「行財政改革プラン」に掲げる財政健全化取組や当

初予算編成過程における査定状況を踏まえて、令和８年度以降に追加実施する歳入確

保及び歳出削減の内容を検討し、取組目標額（追加分）として３億２千万円を設定し

ました。 

（３）市立病院運営負担金の精査（資料③２ページ） 

直近の市立病院の経営状況や、市立病院事務局で作成中の「中期計画」を踏まえて、

収支改善に向けた一般会計からの繰出必要額の精査を行ったところ、現時点において

は、令和７年度から令和１０年度までの４年間で、中期財政試算で見込んでいた繰出

額よりも、更に７億３，０００万円程度の増額が必要と見込んでいます。 

（４）伊賀南部クリーンセンター施設の機器更新事業費の精査（資料③３ページ） 

中期財政試算においては、令和７年度から令和１１年度までの５年間で約４１億円

（一般会計分担金ベース）の事業費を見込んでいましたが、伊賀南部環境衛生組合に

おいて、機器更新事業の内容について精査を行ったところ、現時点では３１億円程度

に抑制（事業費ベースでは９億５，６００万円、一般財源ベースでは９，５００万円

の抑制）を図ることができると見込んでいます。 

（５）中学校給食事業費等の精査（資料③４ページ）  

直近の人件費や物価高騰、金利上昇の状況を勘案してＰＦＩ事業費の再積算を行う

とともに、資金調達方法について、契約年数を変更した場合や市が起債借入を行わな

い場合などの条件設定の下で、市の財政負担（単年度コストやトータルコスト）の比

較検討を行ったところ、中期財政試算において見込んでいた原案（ＰＦＩ事業者との

契約期間を１５年契約とする場合）が単年度の一般財源負担を最も抑制できるという

検証結果が得られました。 

しかし、直近の物価高騰や金利上昇の影響を受けて、事業費は令和６年２月の導入

可能性調査時点から約１億６，０００万円上昇する試算となっています。 

 

３．時点修正反映後の収支見通しについて（資料②２ページ） 

上記２の時点修正内容を反映した結果、「Ⅱ．収支見込額の修正（令和７年５月時

点修正）」のとおり、財政調整基金の取崩しを行う前の実質収支は、昨年１１月公表
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の中期財政試算と比較して大幅に改善するものの、依然として、毎年６億円から１９

億円程度の財源不足が生じる見込みとなりました。 

この財源不足を財政調整基金の取崩しで補填した場合には、令和９年度に財政調整

基金が枯渇し、令和９年度に３億８，９００万円の収支赤字が発生し、累積赤字は令

和１０年度には２２億７，３００万円、令和１１年度には３２億５，９００万円とな

る見込みです。 

「行財政改革プラン」に掲げる財政健全化取組の効果額などにより、昨年１１月の

中期財政試算において令和１０年度に見込んでいた累積赤字額（５１億円）からは大

幅に抑制を図ることができる見込みですが、財政再生基準（本市の標準財政規模：１

７０億円×２０％＝３４億円）を完全に回避できたと言える状況にはありません。 

 人口減少社会に立ち向かい、将来世代に大きな負担を先送りすることなく、市民生

活の基盤を維持し主要事業を推進していくためには、施策・事業の選択・集中による

マネジメントを推進するとともに、行財政改革プランに掲げた歳入確保・歳出削減に

向けた取組を着実に進めていくことにより一般財源額を抑制し、更なる財源確保に向

けた取組を進めていく必要があります。 

 

４．時点修正反映後の収支見込額を踏まえた主要施策の方向性について 

（１）市立病院の収支改善に向けた取組について 

市立病院の経営状況について、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う国の支

援の縮小や、新型コロナウイルス感染症流行前の患者数に戻らないことなどによる収

益の減少に加えて、人件費や物価高騰に伴う経費増、さらには、看護師の離職に伴っ

て入院患者の受入病床数を制限せざるを得ない状況が経営を圧迫しています。 

現在、市立病院では地方独立行政法人としての「中期計画」の策定作業を進めてい

ますが、その中で、強固な組織体制の構築と喫緊の課題の解消に注力し、地域で持続

的かつ安定的に医療を提供できる経営基盤を確立していくための具体の取組や収支改

善の目標数値について整理を行っています。 

市立病院が中期目標に基づいて、地方独立行政法人として、地域住民に良質かつ安

全な医療を提供するとともに、地域の医療機関と連携して地域住民の健康の維持及び

増進していくという役割を果たしていくために、直近の収支状況を踏まえ、移行後も

当面の間（第１期の中期計画期間である令和１０年度まで）は、経営改善の状況を見

極めた上で、一般会計から追加の財政支援が必要と見込んでいます。 

（２）伊賀南部クリーンセンター施設の機器更新事業について 

伊賀南部クリーンセンターは、地元との協定により、操業期限が令和１６年３月ま

でとなっていることや、伊賀市、笠置町、南山城村及び本市の４市町村で「ごみ処理

広域化」に向けた協議を進めていることを考慮すると、今回の機器更新事業は、必要

3



かつ最低限の更新内容としていく必要があります。 

こうした観点から、伊賀南部環境衛生組合において、機器更新事業の内容について

精査を行ってきましたが、その結果、昨年１１月の中期財政試算と比較して、一般会

計分担金の事業費ベースで９億５，６００万円程度の圧縮を図ることができる見込み

です。 

また、本事業費については、一般廃棄物処理施設整備事業債（充当率：９０％、交

付税措置率：５０％）を充当できることから、一般財源負担の抑制にもつながります。 

伊賀南部クリーンセンター施設の機器更新事業については、引き続き、必要経費の

更なる圧縮や財源の確保に向け、多様な視点からの調査、研究を行いながら、市民生

活を守るためにも優先的に進めていく必要があります。 

（３）中学校給食の実施について（資料③４ページ） 

中学校給食の実施に当たっては、ＰＦⅠ事業費に加えて、給食センター施設の光熱

水費や各学校の配膳施設整備費といった直接事業費だけではなく、公債費（市が起債

借入を行う場合の元利償還金）が発生します。 

給食センターの施設整備費に係る財源としては、約２億円の国補助金があるのみで、

残額は学校教育施設整備事業債（補助裏：充当率９０％、つぎ足し単独分：充当率７

５％）を充当することになりますが、それでも、導入初年度には６億８００万円の一

般財源負担が発生する見込みです。 

また、導入２年目以降も、毎年２億円から３億円程度の経常的経費が発生し、その

ことが元々非常に高い水準にある経常収支比率（令和５年度決算：１００％）を押し

上げる要因にもなります。 

今後、本市でも、少子化により人口減少が一層進み、生産年齢人口の減少に伴って

主要な一般財源収入が減少していく見込みの中、経常的経費の増加は、今以上に財政

運営を困難なものにさせ、既存の施策、事業や市民サービスを大幅に縮小せざるを得

ないこととなります。 

また、資料②３ページ「Ⅲ．収支見込額の修正（令和７年５月時点修正）」におい

て、「中学校給食事業を延伸した場合」の財政シミュレーションを行ったところ、財

政調整基金の取崩しを行う前の実質収支は「中学校給食を実施した場合」と比較して、

大幅に財源不足額を抑制することができるとともに、経常収支比率や将来負担比率の

抑制にもつながります。 

中学校給食については、長年にわたる市民の悲願であったことから、令和４年以降、

約３年間にわたり、その実現に向けた調査・検討、導入準備を進めてきたものの、直

近の市立病院の経営状況を踏まえて収支改善に向けた取組が急務となってきたことか

ら、中学校給食の事業着手については、当面の間、延伸せざるを得ない状況となりま

した。 
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しかしながら、中学校給食の事業着手を延伸した場合においても、毎年８億円から

１２億円程度の財源不足が発生することから、累積赤字額が見込まれる令和９年度以

降を視野に入れ、行財政基盤の強化に向けた集中的な取組を推進していく必要があり

ます。 

 

一般会計実質収支（財政調整基金取崩前）            （単位：百万円） 

 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 

Ｒ６年１１月公表時点① △1,209 △1,544 △2,079 △2,176 △1,775 

Ｒ７年５月時点修正反映後 

（中学校給食実施の場合）② 
△846 △644 △936 △1,884 △986 

Ｒ７年５月時点修正反映後 

（中学校給食延伸の場合）③ 
△846 △644 △870 △1,276 △763 

一般財源抑制額（②－①） 363 900 1,143 292 789 

一般財源抑制額（③－①） 363 900 1,209 900 1,012 

一般財源抑制額（③－②） 0 0 66 608 223 
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